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1.研究の背景と目的

2000 年､ 広島県呉市が文科省から「研究開発学校」の指定を受け、３小１中学校を統合した。

「研 究開発学校制度」とは、教育実践の中から提起される諸課題や、学校教育に対する多様な

要請 に対応した新しい教育課程や指導方法を開発するため、学習指導要領等の国の基準によら

ない 教育課程の編成・実施を認める制度である。導入のねらいとしては、義務教育 ９年間を修

了するにふさわしい学力と社会性の育成、中１ギャップの解消、そして自尊感情の向上とされ

た。その後、2003 年には、「構造改革特別区域研究開発学校制度（特区研発）」が創設ざれ、2004

年度から東京都品川区、2006 年から東京都三鷹市が小中一貫特区の取り組みを開始した。 2008

年には、「教育課程特例校制度」が創設された。「教育課程特例校制度」とは、文部科学大臣が、

学校教育法施行規則第55 条の２等に基づき指定する学校において、学校又は地域 の実態に照

らし、より効果的な教育を実施するための特別の教育課程を編成することを認める制度である。

このことが小中一貫校導入のハードルを引き下げ、全国に拡大していくこととなった。令和 ２

年度国立教育政策研 究所文教施設研究講演会での国立教育政策研究所文教施設研究センター

総括研究官の早田が示した講演資料によると、2020 年の時点で小中一貫教育を導入している小

学校は745 校、中学校が430 校にのばる。これは改正学校教育法施行の2016 年から見ると小

学校で５倍、中学校でも４倍 となっている。また、2016 年の学校教育法の改正により新設され

た義務教育学校も126 校と、2016 年から５倍となっている。このように全国的に小中一貫教育

の取組が広がりを見せてい る。文科省による「小中一貫教育の導入状況調査の結果」(2017 年）

によるとﾐ 小 中`二貫型小学校・中学校の設置済み､ 設置予定合わせ七332 校中213 校(64.2%)

が施設分離型であった。小中一貫校の多くを占める施設分離型小中一貫校であるが、昨年度か

らのコロナ禍で例年通りの一貫教育を進めることが困難となっている。コロナ禍の中で小中一

貫校として動き出す学校もあり、児童も教員も交流することが難しい中でどのように小中一貫

教育を進めていくのか。今まで実施してきた小 中一貫校と動き始めた小中一貫校では、教職員

の意識に大きな違い があるのではないか、また、小学校教員と中学校教員が同じ組織で動く義

務教育学校の意識とも、大きな違いがあるのではないかと考えた。違う文化を持つ小学校教員

と中学校教員がどのようにして一つの組織を作っていけばよい のか。教員の意識からそれらを

明ら かにし、小中一貫教育を推進していくうえでどのような意識を教員が持ち、どのようなこ

とを組織として共有していけばよいのか考察していきたい。

２。小中一貫教育における教員の意識についての先行研究
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2-1.小中一貫教育実践校の教員の態度と意識

小泉(2017) は、小中一貫教育実践校の６中学校区に勤務する教員を対象に、小中一貫

教育に対する態度や意識の内実を明らかにするために、学校種・性別・中学校区の規模や

立地・小中一貫教育の取り組みの経過（年限）などについて質問紙調査を行っている。調

査め結果、小中一貫校で「授業に対する自信や満足感」に関してそれらをあまり感じてお

らず、教職アイデンティティにあいまいさや混乱を感じていたのは女性教員の方が多く、

また小学校籍の教員にその傾向がみられた。また、「職場の雰囲気・同僚との関係」に問題

を感じ、「学校改善」にも消極的であるのは、籍を超えて小中一貫教育へ消極的な教員であ

ることを明らかにしている。

2-2.小中一貫教育に対する教員の意識と今後の展望

白杉（･2019）は、２つの学院に教員の意識・子供に対する意識・学校に対する意識・総合

的な学習の時間の意識についてアンケート調査を行っている。その結果から今後の子ども

の将来を考える上で、どんな力をつけていかなければならないか、義務教育９年間を議論

することで､教員の意識のズレや変化をしていかなければならない部分をお互いに理解し、

接続につながっていくとしている。また、「自校の子どもの成長」を捉え、その実態を可視

化し、自校の子どもが抱える教育課題を焦点化、共有し一点突破することが重要になって

くるとし、その一点は全教員が関わり、子どもだちとともに創り上げることができる「総

合的な学習の時間」が最適であるとしている。

３。研究の方法・調査対象

3-1.アンケート調査

小中一貫教育・義務教育学校での実践や研修などを通して感じている他校種教員への思

い、また、小中一貫教育を推進していくうえで軸となっている、軸にしていけばよいと感

じているごとを知るために、Ａ市の施設分離型小中一貫校Ｃ中学校ブロック（C 中学校、Ｆ

小学校､Ｇ小学校）、義務教育学校Ｄ学園とＢ市の施設分離型小中一貫校Ｅ学園（E 中学校、

Ｈ小学校、Ｉ小学校）の教職員を対象にアンケート調査を行った。 124名からいただいた回

答から、それぞれのブロック・学園を比較検討していく。
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表１　アンケート調査の質問項目

「小中一貫教育・義務教育学校での実践を通しての他校種教員との関わりや意識」

・他校種教員と関わる頻度について（選択式）

・他校種教員への印象について（選択式）

・他校種教員からの学びについて（選択式）

・他校種での児童生徒の学びを意識した日々の実践について（選択式）

・実践を推進していくうえで軸となる、なっているものについて（複数回答・記述式）

・小中一貫教育・義務教育学校での実践の成果について（選択式・記述式）

3-2.インタビュー調査

上記アンケート内容に回答いただいた内容(特に選択式で回答いただいた設問について)、

小中一貫教育・他校種教員への思いをより深く知るためにインタビュー調査を行った。ア

ンケートによりインタビューを受けてくださる方を募って実施した。

表２　インタビュー調査の質問項目

｢小中一貫教育・義務教育学校での実践を通しての他校種教員との関わりや意識｣

・他校種教員への印象について

・他校種教員からの学びについて

・他校種での児童生徒の学びを意識した日々の実践について

・実践を推進していくうえで軸となる教科、領域などについて

3-3.調査対象

調査先

Ａ市　Ｃ中学校ブロック（施設分離型小中一貫教育校　Ｃ中学校、Ｆ小学校、Ｇ小学校）

Ｄ学園（義務教育学校）

Ｂ市　Ｅ学園（施設分離型小中一貫教育校　Ｅ中学校、Ｈ小学校、Ｉ小学校）

調査対象

①アンケート調査

Ｃ中学校ブロック（管理職、教諭、常勤講師）　64 名

Ｄ学園（教諭、常勤講師）　　　　　　　　　　21 名

Ｅ学園（教諭、常勤講師）　　　　　　　　　　39j 名　　計　124 名

②インタビュー調査
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Ｃ中学校ブロック（管理職、教諭、常勤講師）　19 名

Ｄ学園･（教諭、常勤講師）　　　　　　　　　　 ９名

Ｅ学園（教諭）　　　　　　　　　　　　　　　　 ３名　　計　31 名

3-4.各調査先について

・Ｃ中学校ブロックについて

Ａ市から小中一貫教育モデル校の指定を受け、令和元年度に検討委員会を設置し、2020

年度から「ゆるやかな一貫・たしかな一貫」をテーマに、2023 年度の完全実施を目指して

試行・検証・改善を行っている。

３校の共通学校目標を「志の実現」と設定し、義務教育９年間の教育活動を通して、児

童生徒が自らの将来を切り拓いていく力を育んでいくことを方針としている。テーマや共

通学校目標にづいては、３校の校長で検討・決定している。運営についても各校管理職・

教務主任・学園制加配（C 中、Ｇ小）で行うボトムアップ型で作っている小中一貫教育であ

る。市教委からのトップダウンではなぐ、学校現場から作り上げることができている。実

施できている取組の内容としでは、次の９点が挙げられる。

１．小学校での一部教科担任制による授業(2021 年度より）

２．中学校教員による乗り入れ授業

３．３校での授業参観、授業研究、行事参観 ’

４．領域部会の開催と系統性のある実施計画め作成

５．児童生徒の情報交流

６．合同研修会、合同授業研修会

７．教育計画（学校要覧）の作成／

８．３校ホームページのリンク

９．中学校教員による小学６年生「学活」の実施

全校児童生徒数は、Ｃ中学校が562 人、Ｆ小学校が685 人、Ｇ小学校が259 人である。Ｆ

小学校は地域にょって進学する中学校が違い、全員の進学先がＣ中学校ではない。

・Ｄ学園について

平成20 年５月に運営協議会が発足し､ その後、Ａ市小中一貫教育研究会の設置、小中合同体

育祭の開催、新校舎の建築などを経て、平成27 年にＤ学園が開校する。平成29 年４月に義務

教育学校開設となり、今年度で５年目を迎える。学校教育目標は「義務教育９年間を通してふ

るさとを愛する心と未来を創造する力を育成する」とし、「「自分ごと」として学ぶ子ども」の
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育成を研究主題としている。また、義務教育学校開設当時から英語教育に力をいれ、１年から

９年生へ基礎から発展につながるカリキュラムに取り組んでいる。学年は前期課程（1 年～6

年）、後期課程（7 年～9 年）で構成されており、後期課程教員が前期課程の授業のTT やTI と

して授業に入ることも頻繁に行われている。

全校児童生徒数は、前期課程179 名、後期課程85 名の計264 名である。

・Ｅ学園について

Ｂ市では平成28 年度から市内全ての中学校区で小中一貫教育を実施している。また、中学校

区の総称を「学園」と定めている。令和２年度からは、保育所・幼保連携型認定こども園・小

学校・中学校が二貫して取り組むことを内外に示しながら進めていくため、「保幼小中一貫教

育」としている。各学園に保幼小中一貫教育学園コーディネーターが配置され、保幼小中での

研修日程の調整や「学園だより」の発行、市教委・指導主事との連絡調整を行っている。

Ｅ学園は平成27 年度より小中一貫教育を実施している。児童生徒間の交流だけでなく、全体

研修会などを通して、保幼小中一貫教育の理念やねらいなどについて、教職員の間で理解が進

んでいくように計画されている。

全校児童生徒数は、Ｅ中学校299 名、Ｈ小学校422 名、Ｉ小学校93 名である。

４。調査の結果

「他校種教員と関わる頻度について」（表3 ）では、施設分離型小冲一貫教育校のＣ中学校

ブロックとＥ学園で概ね同じような傾向となったが、Ｅ学園には「1 年に１回」と回答した方

はおらず、最低でも「半年に１回」は交流の機会があるという結果となった。逆に、コロナ

禍の中で小中一貫教育がスタートしたＣ中学校ブロックでは、年度当初予定されていた研修

や会議が中止・延期という形になり、「1 年に１回」という割合が高い値となっている。

義務教育学校であるＤ学園は、学校長から/ 灌゙/ご威騾課親蔗貞と拠贔厮裡蔗貞が衡力って

廚卩ている｡/という話があったため、この設問はカットしている。 Ｄ学園では√前期課程教員

と後期課程教員が常に関わりあうことができるような職員机の配置を行っている。

表３　他校種教員と関わる頻度について（％）

週4,5 週2,3 週1 月2,3 月１ ２か月に１回 学期に１回 半年に１回 １年に１回

C中ブロック 1.6 14.3 7.9 4.8 9.5 3.2 20.6 17.5 20.6

E学 園 2.6 13.1 5.3 5.3 5.3 23.7 342 10.5 ０

Ｏ 「小中一貫教育や義務教育学校での実践を通して、他校種教員への印象や 考え方が変わり
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ましたか」（表4 ）では、日々の授業や授業研究・合同研修・分掌ごとの会議などを通して、

他校種教員への印象や考え方が変わったという意見が多かうた。特に高い割合で「変 わっ

た」という意見を持っておられたのが義務教育学校であるＤ学園であった。インタビュー調

査でどう変 わったかとい うところについて尋ねると、プラスに変 わったとい う先生が多数お

られた。具体的には前期課程教員から後期課程教員に対する印象として/l 俶って冖逎μ上に

きめ廨やかだ意錺と萎 乙ておられたム/ 責μ蓆茫麿がから。デどと）との濔り汐 慶ダヽない堺泉

を痔っ て冖赱が、空 き々諤にｊ譽眉の学びの淀跡が分か ぶような衰室部示 を疔うなど、夕覦

麿 がだ６か々 夕力 をス れ てTおられ てこ齏ｐ恋_/とい うような生徒との関わり方に対しての印象

の変化や、ﾉで齢弃の雁門かが諏ぐ、蔗し詭力 の尹ごさが峇 濛μ二yrだった盍とい う教科の専門性・

授業に関わる面での印象の変化であった。また、後期課程教員の前期課程教員に対する印象

の変化としては、/‾淅网蓆鑵や疋眥との房力 夕方 がjｺ で゙67 匸寥だと濾じ忿ムブ蓆茫一ス で濱ぐ

の袤懈 を蔗沚Ｊごどの大変さが力かっ逎｡/とい うような、児童に対する指導や教科担任制で

はない前期課程教員 の仕事についての印象の変化があることがわかった。

施設分離型であるＣ中ブロ ックとiE 学園では、アンケート結果に大きな違いが現れた。Ｅ学

園では、74.3 ％の方が他校種教員への印象が「変 わった・どちらかと言えば変わうた」とさ

れている。『変わる』とい うことはプ ラスにもマイナスにも捉えることができるが、インタビ

ュヤ調査を行 うと、/‾ヂ学齢渥肩による蓆 クスガ蔗茣で、と て67 匸寥々蓆鑵を 乙てぐださっ

恋_/や 励 学ヽ齢と屮学友 の丈莖の邃ｐ/ごついてわかっ て、それま 苟渮聨と却っ て０た伊渝の

謬 さが縢善さが忿｡/とい うプラスの意見が多ぐ見られた。一方、Ｃ中ブロックでは他校種への

印象 が「変わっていない」「あまり変 わっていない」とい う回答が53.2 ％となった。そのよう

に回答しているのは教諭に多く、小中一貫の運営に深く関わっている管理職・教務主任は

「変 わった・どちらかと言えば変わった」とい う意見を持っておられる方が多いことが分か

った。インタビュー調査での「変 わっていない ・あまり変わっていない」とい う意見では、

/’/’ヂタダμ こラガl/ という凛旅齏をヂタ齢教賣から謳 じ石｡//’ヂタ於の教賣に方 乙てじ无蓆だ

凉ヽイメ ージがあったぴど その堺渝μ変扣っ て冖な 賤/ とい うものがあった。

表４　他校種教員への印象や考え方は変わりましたか（％）

変わっていない あ ま り変 わ って いな い ど ち ら と も 言 え な い どちらかと言ぇぱかゎ９だ 変わった

C中ブロック 18.7 34.4 9.4 28.1 9.4

D 学 園 ０ 4.7 9.6 23.8 61.9

E学 園 ０ 25.6 ０ 48.8 25.6
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○「小中一貫教育を通して、他校種教員からめ学びがあると感じますか。」、（表5 ）とい う設問

では、多く先生方から他校種教員から学びがあると回答いただいた。特に､｡ 小学校・中学校

の教員が常に同じ組織の中で動いているＤ学園では、他校種教員からの学びが非常に多いこ

とが分かった。インタビュー調査では、/‾蓙藹偏照?蔗濁夕瀲騾謬裡のがTT とレて参謳｡と

てぐれることて癢り慧につ冖での蔗泥を犀ぐことが できて廖考だなる｡//袤考 について戻濆尿照?

袤貞 に蔗 竡尹ｊ と、 尹ぐ/ご簷瘴な蓚戈やア/こバイヌを６らうことができZJ のま業

だス 石こと て乙 子ど６恋 心が諧 乙か匈亜蔚を恋ぐさんレで冖Ｊごどがわかっ恋。 この茄μを

拠原厦苣Tび６盛 砂ないよ うにレ恋 貶// ’/義原謂裡と蓙原 厮裡が諤ど行事を行っ て０ぐ屮 で、戻

肩遲 痩蔗貞ボタ疣行すに方 レご万うき 砂齒やか か蓆蓆という６のがとて6 勉誉/ごなっ恋｡/ な

どの意見があった。Ｄ学園とともに「学び がある」という 割合が高いＥ学園でも、/’ヂ裳節齢

貞 の事佇かの蕗さμ と ても岩耆だなるｿ 句 学ヽ蔗の淮全ので冖力ｐな成分を児ぎっていきたい

と 俶う_/とい う意見があった。Ｃ中ブロックではコロナ禍でのスタートだったため､‘ 教員同士

の交流の機会を取ることも難しく、授業研究についでも録画されたものを参観し、その後授

業者が他の学校を訪れ事後研を行うなど、でき うる範囲の中での実施となった。授業研究自

体は中学校の授業を参観はしているが、直接的 に他校種の先生と関わる機会は少ない状態で

あり、学びを感じていない職員も一定数いる結果となった。　　。

表５　他校種教員からの学びがあると感じますか（％）

ない あまりない どちらとも言えない どち ら かと 言え ばあ る ある

C中ブロック ∠ﾚ｡７ 21.9 乙8 37.5 28ユ

Ｄ学園 ０ ０ 4.8 23.8 71.4

E学園 ０ 7.7 7.7 ∠ﾚ1 43.6

○ 「他校種の児童生徒の学びや育ちを考えながら､1 日々の実践や取組を行うようになりまし

たか」（表6 ） という設 問では、肯定的な意見が多い結果となった。インタビュー調査で 具体

的な部分について聞くと、/首班剪男だﾉ勾け て、 逍汾のごとを諛瘴/ご尹石こととβ丿冫を廁乙た

卩 に 伊ブロタタ ・がヽ天//T尠后洫 でｹﾞ7学於 での藻庁癡や戈異譛 での姿 を潼謌 かた蓙濆 で蓆讙を

疔う の 学蓆 ・φ力/“伊学蔗を豐謂とてβ々の蓆讙を疔っ てｐ 石 印 ヂブ ロッタ・がヽ寿膜力

/でヅヽ学爬 でやっ て冖ることを伊学齢 で６匹心どんやっ て冖ぐ。万ヽ学於 での学びを慝叔/ごどな

い 化 ヂブロクタ・ヂ入//’どこま で慳獰レでｐ ぶかをよぐ穽っ て方ぐべき。々だμ 学び互 乙６

諂ダ ロ ヂブロクク ・伊天/という意見があった。特にどのブロック・学園でも多 かっだのは

「高学年担任による中学校進学を見据えた指導」であった。学習面だけでなく、学校生活 に
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関す る面で の指導 も多 かっ た。 学校生 活に関す る指導 につい て 「進 学先 の中学校 の実態や ル

ール 」が 意識 されてい る場 合 と教員 自身 が 中学 生だった 時め 「中学校 のルー ル」 を思い 返し

て指 導 されてい る場合 があ る とい うこ と もわかっ た。

表６　他校種での児童生徒の学びや育ちを考えながら、日々の実践や取組を行うようになりましたか（％）

してない あまりしてない どちらかと 言えばして いる してい る

C中ブロック 4.7 26.6 40.6 28.1

D 学園 4.8 4.8 28.5 61.9

E学園 ０ 12.8 74.4 12.8

○ 「小 中一貫 教育 ・義 務教育 学校 での実 践を進 め る うえで 軸 となる もの・な つてい るも のは

なんです か （複数 回答 可）」（表7 ） の設 問で はゾ Ｃ中プ ロ ツク とＥ学園で は ともに 「生徒指

尊 」が 高い割 合 となつ たo 記 述 ・イ ンタ ビ ユー¬調 査では/ﾝ/､ タ齢 ’ヂク齢 の眉 廖 笋浪/ごガ 尹

石考t盾 の召こ方以 滄 冖 尹ぎ沾 戻 ｹﾞ7ブ ロ ク夕‘ﾉ ｿﾞ､人// 蓆 導 の茫方 ｶﾞ々 /､学 於と ヂタ齢 てツこμ ると ギ

す夕フ汕空 まガ て ムま ケ 防 タ犀 ’屮万 とい うよ うな問題事 象に対 す る対 応や 学校 生活に対

す る指 導に 関す る意見 と 、/Tタ 庶葵所 を芹 石赱 めだ、 尹 庶却瘴 応つ卩 でｶﾞ､と 屮 で尹 ク今力ぎ を

ムていぐ£ 委ｙ あ る 戻 屮ブ ロク夕‘ ヂ大/ とい つた 意見 があつIたoD 学園で は 、「特別活 動」

が高 く、前 期課程 ・後 期課 程が と もに行 事をつ く りあげてい く義務 教育学校 ならで はの結果

とな つた。３つ のプ ロ ツク ・学園で 高い割 合 となつた の が 「外国語 」・「小 学校 ５・６年 と中学

１年 の接続 」。「小 中 一貫 ・義務 教育学校 のシステ ムづ くり」 であ つた。「外国 語」につ いて

は、Ｄ学 園は 義務 教育 学校開設 当初 か ら外国 語に力 を入 れてお り、Ｃ中プ ロ ツク・Ｅ学 園で

は、 外国 語の授 業で 中学校 教員 に よる乗 り入 れ授 業 を実施 してい る。小 中連携 とい う関 わり

の中で も外国語 で の繋が りが あつた ので、小 中 一貢 とい う枠 組 みの中で も接 続め軸 とな ると

考 える教員 が多 かつ たo また 、汽水 域をい かに ス ムーズに接 続 していく かが 小中一 貫教育 の

軸だ と考 え、「小 学 校 ５・６年 と中 学Ｉ年 の接 続 」 を選択 した教員 も多 かつたo 高い 割合で は

ない が 、Ｃ中プ ロ ツクでは 「行敦 の関 わり」 の項 目に 思いを持 つてい る 教員 がい る ことが わか

つたo 「行 敦 の関 わ り」 につい て は Ｄ学 園 。Ｅ学 園で は Ｏ％であ る。Ｃ中プ ロ ツクは、「3―4.訓

査先 につ いて」 で も述 ぺた よ うに 、３校 の管理職 ・教 務主任 ・学 園制加 配を中 心 として、 ボト

ムア ツプ 型セ小 中 一貫 教育 を進 めてい るoI 一 方で 教育委員 会 から の助 言な ど は少 ない 状態で

あり、Ｃ中プ ロ ツクの管理職 からは/ 洽 資ポ遥 君の涛 酋 チaドびガ､ヂ二 ｶﾞ衷 庁/ご晨 ク迦ん で冖

る。 あ
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表７　小中一貫教育・義務教育学校での実践を進めるうえで軸となるもの 戳なっているものについて（％）

国語 社会 算数・数学 理科 図工・美術 音楽 技術一家庭 保健 体育 外国語 道徳 生活・総合 特活

Ｃ中ブ` ﾛック 9.3 ０ 23.4 3.1 ０ 1.5 ０ 1.5 18.7 4.6 4.6 10.9

Ｄ学園 14.2 ０ 4.7 ０ ０ ０ ０ 9.5 33.3 ０ ０ 47.6

E学園 7.6 5.1 10.2 2.5 ０ 2.5 ０ 2.5 20.5 2.5 2.5 ヽ 43.5

生指 特支 学 力向上 接続 キャリ ア 人権 研修 シ ステム| 行 政 カリキュラム地域・保護者その他

C中ブロック 50 20.3 31.2 40.6 20.3 20.3 25 40.6 14 6.2 6.2 6.2

Ｄ学園 19 4.7 19 28.5 19 ０ 19 38 ０ 191 28.5 ０

E学園 51.2 25.6 28.2 43.5 5.1 17.9 20.5 12.8 ０ ０ ０ ０

Ｏ 「小中一貫教育・義務教育学校での実践を通して、成果を実感しているか」（表8 ）の設問

は、昨年度かも 実施しているＣ中ブロックについてはカットしている。Ｅ学園では小中一貫教

育の成果としては 句 かヽらヂま でのつなぎｙ ヌズ､－ズ で屮ｙギすクプの羚μ/ごつながってい

ぶ｡/ﾉl蔗諤諤ま 漣1齢疹凛Ｗ 、扉萎しﾂﾞヽ翕篩良諤とのﾉ のつ々ポ タが却 てる｡/とい う意見があっ

た。Ｄ学園では 了学譽と ムでの瘴ねβがなぐ召ぶーヌツ/ 汾ヽ ヂの蓆ぎ方/ごつい てこお互い/ご身 石

ことが でき既// ’び恒逾にとっ てﾌ 安 心灑があるの でμな に猷/ とい う意見があった。ただ、Ｄ

学園からは、成果とともに心配な点の意見として/ ‾ヂ ノギナクフツごつ冖でμ輕漸 できて冖る

が、 ずっと膕襄で湎ごしてきて冖るからなのか。蕗爬譫梦変に渭れる不登爬簷渮/ごつい てこ劔

にか ぶところ6 ＼…ｿ とい うこども聞くことができた。

表８　小中一貫教育・義務教育学校での実践=を通して成果を実感しているか（％）’

して いな い あまりしていない どちらか と言えばし ている している

D 学園 4.8 33.3 42.9 19

E 学園 ０ ３Ｌ６ 52.6 15.8

5｡ 考察

アンケート調査・インタビュー調査を通して、昨年度から小中一貫教育が動き出したＣ中

ブロックは、Ｄ学園・Ｅ学園と比べると、教職員の他校種に対する意識や小中一貫教育を通し

ての教員の意識の変化の数値が低いことがわかった。ただ、コロナ禍の中でスタートした小

中一貫教育であり、児童生徒・教員ともに交流する機会が限りなくＯに近い状態であったご

とや、市教委によるサポートが他の学園のようにある状態ではないことも考慮七ていかなけ

ればならない。この現状から、前向きに、そして着実に小中一貫教育を進めていくにはどう

すればよいのか、Ｅ学園・Ｄ学園でのアンケート調査・インタビュー調査の結果をふまえ、
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「行政による小中一貫教育の枠組みづくり」・［文化の壁をどう乗り越えるか］・「目指す児童

生徒像、つけたい力の検討」の３つの点から考えたい。

①行政による小中一貫教育の枠組みづくり

「3-4. 各調査先について」で述べているように、Ｃ中ブロックは各校の校長・教頭・教務主

任・学園制加配（C 中、Ｇ小）を中心に小中一貫教育の取組を進めている。ただ、Ｃ中ブロッ

クの管理職からは/ ’6うつ綮及めで、fよっ むや、がヽヂＴ貫 で子ど もの剪 を変沈 でいこうソ と

０ う凛迦y齏/ごレでいきたい。 毋政澀からス つて、錺じ凉竚の淤のヂタダブロノタがやってい

々０ごとを濾 ムやっ ている濾 じ。今のレベル でやっ ていて’６遼まな 冖。磨単々６の でかな

り。 やな 夕袤 泰贏/7洽の力 濮必丿瓢 濔薑の力だけ でμ邇恣り/ とい う話もあった。Ｂ市では各

学園への保幼小中一貫教育コーディネーターや 担当指導主事の配置、児童生徒へのアンケー

トの実施・集計・取組の検証など、保幼小中一貫教育を進めていくために多くの施策を実施

している。また、Ａ市のＣ中ブロック、Ｄ学園の両方での意見として/ 資耆袤 疹夕配でμなｐ

学爬池ら高廚 ムてき遮禝Ｗ 、がヽヂニ 諄袤･泰志蔽蔗 でμ々 冖学爬か ら高癜レてき逎袤胃 だ方 乙

で、龠参々んらかの謝男が必ダ だ々 久 冖っ逎ん そこ で泌 まっ て冖ぶ謎窗がある_/とい うも

のもあった。全市的に保幼小中一貫教育を進めているＢ市・Ｅ学園の強みがここにあるのでは

ないかと考える。Ｅ学園教員 へのインタビュー調査の中でも、/乃労茫蔗 で勹6尿劭べ/ヽヂニ譚謇 庁

腫晃蔽され で冖后の己 高廊 乙できて６滴薤浦と冖ｊ ６のμyｊとんど々 賤/ とい う意見があ

った。それだけ教員の中に保幼小中一貫教育とい うものが浸透しているとい うことである。

教育委員会が主どなっ て、小中一貫教育にかける熱い思いの表現、人的支援の取組、現場の

教職員が納得感を持って一貫教育に向かえるような児童生徒の思いを受けた取組の省察、会

議・研修などの持ち方の検討を行っていき、学校が実践を積み重ねていく。そのような教育

委員会と学校が両輪となって取り組んでいくことが、小中一貫教育の推進には必要不可欠で

はないかと考えるﾑ

②文化の壁をどう乗り越えるか

イこイタビュー調査を通して、小学校と中学校それぞれの教員の文化にはとても大きい違い

があるのだと感じた。特にそう感じた点は、休 み時間の使い方（特に中学校教員から見た小

学校教員）や空き時間での仕事（小学校教員かち見た中学校教員）など、当事者や同じ校種

の教員からするとささいで当たり前だと感じていることも、他校種教員から見ると驚きだと

感じることである。そのようなささいな文化の違いがたくさんあるのだと知ることができ

た。特に義務教育学校であるＤ学園でのインタビューではそ ういったこ とに関する話が多
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く、お互いの働き方について知ることができたことをメリットと捉えられている方が多かっ

た。しかし、/‾ヂク昃 でμ認容弱 の蓖邃を乙で冖るイメ ージがあ石_/や 匈 ）学蔗 でここま でμ

苛鑵 ムてこお卩 てぐれよと 俶っ逎ごとボダ肪忿かあ ぶ｡/とい う他校種教員へのマイナスイメージ

の意見もあった。Ｃ中ブロックの管理職から/ﾝ/ ヂヽニ豸 でし互‘冖の蔗茣を渥 詮丿ヂで、/‾こごμ

ｊ ちでμ できごなけ/に/‾こがな置せるか々L/ などを考沈ることが できぶ。がヽとヂμ男 心かに

邃 うの で、べ/ヽとヂのﾉ冐でこごμ齒 をﾀﾞ/ぐ。そういう詔分があっ て６よ冖と 眉う。_/とい う意見

もあった。ただ単に↓ 小学校教員 と中学校教員 の文化をすり合わせるとい うことではなく、

小学校教員と中学校教員の文化には違いがあり、それが当たり前だということを前提とし

て、お互いがどういった働き方・考え方をしてい るのかを知ることが必要だと考える。その

ためには、他校種の教職員、隣接学校の教職員が関わる機会を意図的につくっていかなけれ

ばならない。コロナ禍の影響もあり、他校どの会議・研修を実施するごとが難しい状況であ

る。Ｅ学園でも昨年度には小中一貫教育に関わる会議・研修の機会は減少していた。しかし、

今年度はリモートを活用し、一昨年と同じスケジュールで会議・研修を実施している。そう

いった小中一貫の歩みを止めない姿勢も大切である。また、石井(2020) は「日本の組織で

は、1. 話しやすさ、2. 助け合い、3.挑戦、4. 新奇歓迎の４勹の因子があるとき、心理的安全

性が感じられる」といっている。施設分離型であっても、ブロックで一つの組織となり小中

一貫教育を前に進めていくためには、この４つの因子を含む研修を計画的にブロック全体で

行い 、心理的安全性の高い組織となり、小中一貫教育の推進に向けた率直な意見、違和感の

指摘を誰もが気兼ねなく言えるようになっていく必要がある。

③目指す児童生徒像・つけたい力の検討

インタビュー調査を通して、文化や働き方と同じくらい違いがあると感じたのが、授業や

学力に対する捉えであった。様々な教科を教える小学校教員と教科の専門性が高い中学校教

員が同じ目標をもって教育実践を行 うことはとても難しいと感じた。お互いが意識している

ゴールが大きく違うとい うことがその原因だと考える。小中一貫教育とい うことを意識して

いない場合、小学校のゴールは小学校卒業時点を見据えることが多くなる。　しかし、中学校

でい うゴールは進路実現となり、目指す子どもの姿がどうしても一致しない。義務教育の中

で どのような力をつけるのか、授業でどのよう な力をつけるのか、学力とはなんなのか。そ

の部分をブロックで一致させていかなければ、一つの組織として９年間を見通した児童生徒

の学びを考えることはできない。石井(2018) は 「学びをつなぐ小中連携を進めていくため

には、教職員間で 「授業観」の共有化が必須である」といっている。アンケート調査での

－606 －



「小中一貫教育の軸となるものはなにか」とい う設問で、Ｃ中ブロックでは「生徒指導」が高

い割合となった。しかし、Ｃ中ブロシクの管理職から/ ’咫右逆蓆灌 でし/というのが、べ/ヽ恠値縢

の雇だと蓼う。意逆蓆 讙をメインとμ せ式 やっぱ クタ原やと 留います｡_/という意見もあっ

た。 白杉(2019) が 「教員の意識のズレや変化をしていかなければならない部分をお互いに理解

し、接続につながっていく」といっているように、小学校籍・中学校籍それぞれがもつ授業や

学力への思いを本音で出し合い、また、児童生徒の生の声を拾いつつ、共通のゴールについ

て考える場が必要なのではないだろうか。そして、それが小中一貫教育に深く関わるア部の

立場の教員だけではなく、全教職員が全員参加し、自分ごととして捉えることが大切ではな

いかと考える。

以上のことから、施設分離型小中一貫教育を推進していくためには、教育委員会で枠組み

づくりや小中一貫校の実態把握を十分に行い、学校現場ではその枠組みの中で小学校教員・

中学校教員の文化の違いや授業観、学力、つけたい力、児童生徒の実態について全教職員で

協議・共有しながら、心理的安全性の高い組織を目指し、日々の実践を行っていかなければ

ならない＼と考える。
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・石井英真(2018) 『授業改善８つのアクション』東洋館出版社PP.  71

・小泉和喜雄(2017) 『小中一貫教育実践校の教員の態度と意識に関する研究』日本教育工学

会論文誌41 巻ＳＵｐｐ１号　pp. 053-056　　　　　　　卜

・国立教育政策研究所(2016) 『国研ライブラリー小中一貫 事例編』東洋館出版社pp.  51-63

・文部科学省(2017) 『小中一貫教育の導入状況調査の結果』
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年度∧pp｡712 一一713ダ

607


	page1
	page2
	page3
	page4
	page5
	page6
	page7
	page8
	page9
	page10
	page11
	page12
	page13

